
○久喜市資源集団回収事業報奨金交付要綱 

令和６年３月２７日 

告示第１２９号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、廃棄物の減量化及び資源の再利用を促進するため、資源集

団回収を行う登録団体に対し、予算の範囲内において久喜市資源集団回収事業

報奨金（以下「報奨金」という。）を交付することに関し、必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において「資源物」とは、一般家庭から排出される紙類及び布

衣類をいう。 

２ この告示において「資源集団回収」とは、登録団体が資源物を自主的に回収

する活動をいう。 

３ この告示において「登録団体」とは、次に掲げる団体であって、資源集団回

収を行う団体を登載した名簿（以下「団体名簿」という。）に登録されたもの

をいう。 

（１） 市内の自治会、町内会その他の１０以上の世帯で組織された営利を目

的としない団体 

（２） その他市長が適当と認める団体 

（団体名簿への登録等） 

第３条 団体名簿への登録の申請をしようとする団体（以下「登録申請団体」と

いう。）は、資源集団回収事業団体登録申請書（様式第１号）に次の各号のい

ずれかの書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 登録申請団体の収支決算が確認できる書類 

（２） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、団体名簿への登録の可否につ



いて審査し、登録の決定をしたときは、団体名簿に登録するものとする。この

場合において、登録の有効期限は、登録をした日から２年以内において市長が

指定する日とする。 

３ 市長は、前項の規定により登録又は不登録の決定をしたときは、資源集団回

収事業団体登録（不登録）決定通知書（様式第２号）により登録申請団体に通

知するものとする。 

（申請内容の変更等） 

第４条 登録団体は、前条第１項の規定による申請の内容に変更があるときは、

資源集団回収事業団体登録変更届出書（様式第３号）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 登録団体は、資源集団回収を中止又は廃止したとき、若しくは第２条第３項

各号に掲げる要件に該当しなくなったときは、資源集団回収事業団体登録廃止

届出書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定により届出書が提出されたときは、当該届出があった

登録団体について、団体名簿の登録の変更又は抹消を行うものとする。 

（登録団体の責務） 

第５条 登録団体は、資源集団回収によって回収した資源物を資源物の回収及び

処分を主たる事業とする事業者（以下「事業者」という。）に自らの責任にお

いて引き渡しをしなければならない。 

２ 登録団体は、市長から資源集団回収の実施状況等について報告を求められた

ときは、これに応じなければならない。 

（報奨金の交付等） 

第６条 市長は、登録団体が資源集団回収した資源物を事業者に引き渡した活動

に対し、報奨金を交付するものとする。 

２ 報奨金の額は、資源集団回収によって回収し、事業者に引き渡した資源物の

重量（以下「回収量」という。）１キログラムにつき７円を乗じて得た額とす



る。この場合において、１円未満の端数があるときは、その額を切り捨てるも

のとする。 

３ 市長は、第１項の規定にかかわらず、登録団体が次の各号のいずれかに該当

するときは、報奨金を交付しないものとする。 

（１） 一般家庭以外から排出された資源物を回収したとき。 

（２） 市が資源物の収集を行う日と同日に当該収集を行う地域において資源

集団回収をしたとき。 

（３） その他市長が不適切と認めるとき。 

（報奨金の交付申請） 

第７条 報奨金の交付の申請をしようとする登録団体（以下「交付申請団体」と

いう。）は、資源集団回収事業報奨金交付申請書（様式第５号）に次に掲げる

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 資源集団回収事業実施明細書（様式第６号） 

（２） 事業者が発行する回収量が確認できる書類 

（３） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請書の提出期限は、資源集団回収を実施した日の属する会計年度の

３月３１日までとする。 

（報奨金の交付決定等） 

第８条 市長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、その内容を審査

し、報奨金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付又は不交付の決定をしたときは、資源集団回

収事業報奨金交付（不交付）決定通知書（様式第７号）により交付申請団体に

通知するものとする。 

（報奨金の請求及び交付） 

第９条 登録団体は、前条第２項の規定による交付決定の通知を受けたときは、

資源集団回収事業報奨金請求書（様式第８号）により市長に報奨金の請求をす



るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、登録団体に報奨金を交付す

るものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１０条 市長は、登録団体が次の各号のいずれかに該当するときは、報奨金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 第５条各項の規定に違反したとき。 

（２） 報奨金を団体の運営に要する経費以外に使用したとき。 

（３） 偽りその他不正の手段により報奨金の交付を受けようとしたとき、又

は受けたとき。 

２ 市長は、前項の規定により報奨金の交付決定の全部又は一部を取り消した場

合において、報奨金が交付されているときは、登録団体に対し、期限を定めて

その返還を求めるものとする。 

（登録団体の抹消等） 

第１１条 市長は、登録団体が前条第１項各号のいずれかに該当するときは、当

該登録団体について団体名簿の登録を抹消することができる。 

２ 市長は、前項の規定により登録の抹消を決定したときは、資源集団回収事業

団体登録抹消通知書（様式第９号）により通知するものとする。 

３ 第１項の規定により登録を抹消された団体は、登録を抹消された日の属する

会計年度の終了後２年間は、団体名簿に登録することができないものとする。 

（帳簿書類の整備等） 

第１２条 登録団体は、資源集団回収に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿

及び証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該資源集団回収の報奨金の交付決定

を受けた日の属する会計年度の終了後５年間保管しなければならない。 

（調査等） 



第１３条 市長は、必要があると認めるときは、登録団体に対し、資源集団回収

に係る調査及び指導を行うことができる。 

（その他） 

第１４条 この告示に定めるもののほか、報奨金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、久喜宮代衛生組合資源集団回収事業報償

金交付要綱等を廃止する告示（令和５年久喜宮代衛生組合告示第１０号）によ

る廃止前の久喜宮代衛生組合資源集団回収事業報償金交付要綱（平成２３年久

喜宮代衛生組合告示第１１号）第２条に規定する資源集団回収事業登録団体名

簿に登録されている団体は、この告示の施行の日に、第２条第３項に規定する

団体名簿に登録されたものとみなす。この場合において、その登録されたもの

とみなされる団体の登録の有効期限は、第３条第２項の規定にかかわらず、令

和７年５月３１日までとする。 

附 則（令和７年６月１９日告示第２６７号） 

この告示は、令和７年７月１日から施行する。 

附 則（令和８年２月１６日告示第６０号） 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


